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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方
当社は、企業理念に基づき、株主の権利を尊重し、企業としての社会的責任を果たしつつ、企業価値の向上を図っていくため、コーポ
レートガバナンスを経営の重要課題の一つと認識し、その充実に継続的に取り組む事を基本的な考え方としております。
なお、当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な枠組みと方針を「トレックス・セミコンダクターコーポレートガバナンス・ガ
イドライン」（以下、「ガイドライン」という）として取り纏め、当社ウェブサイトにおいて公開しております。
（https://ir.torex.co.jp/ja/vision/governance.html/）

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】
補充原則1－2－4
当社は、ガイドラインにおいて、機関投資家が議決権行使を行いやすい環境の整備や海外株主に向けた英文による情報提供について
は、当社の株主における機関投資家や海外投資家の比率等を踏まえつつ導入を検討する旨定めております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

原則1－4
当社は、持続的な成長と企業価値の向上を実現し、取引先との業務の円滑な推進を図るため、政策保有株式として取引先の株式を保有
し、その保有のねらい及び合理性については、毎年、取締役会において検証致します。
また、政策保有株式に係る議決権の行使に関しては、株主総会招集通知に記載された議案とその内容について、株主価値を毀損する可
能性の有無を精査した上で、その賛否について判断いたします。

原則1－7
当社では、役員や主要株主等と当社または当社子会社の取引が生じる場合には、取締役会において事前に取引条件及びその決定方法を
踏まえて審議し、可否を決定する旨を、ガイドラインに定めています。

原則3－1
（i）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画
経営理念や経営戦略、中期経営計画については、決算説明会にて説明し、その説明資料を当社ホームページにて開示しています。
※経営理念 https://www.torex.co.jp/company/whats/
※決算説明会資料 https://ir.torex.co.jp/ja/library/presentation.html/
（ii）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針
当社ホームページおよびコーポレートガバナンスに関する報告書において、コーポレートガバナンスに関する基本方針を開示しており
ます。
（iii）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続き
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬を決定するに当たっての方針については、ガイドラインにて、当社の持続的な成長
に向けた健全なインセンティブとして機能することを考慮して設定すると定めております。その具体的な手続きについては、株主総会
が決定する報酬総額の限度額を上限とし、任意の指名・報酬委員会に諮り、監査等委員会による意見を踏まえた上で代表取締役に一任
することを取締役会にて決定しております。
（iv）取締役会が経営陣幹部の選任と取締役候補の指名を行うに当たっての方針と手続き
当社では、経営陣幹部の選任と取締役候補の指名を行うに当たっての方針ついて、ガイドラインにて、経営陣の指名・報酬に係る取締
役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化するため、指名・報酬に関する検討に当たりその過半数を独立社外取締役にて構成する
任意の委員会である指名報酬委員会の諮問を受けると定めております。その具体的な運用については、指名報酬委員会規程を制定し、
今後実施してまいります。また、社外取締役の選任基準については、東京証券取引所において定める独立性基準を踏まえた社外役員の
独立性判断基準をガイドラインに定めております。
（v）取締役会が経営陣幹部の選任と取締役候補の指名を行う際の、個々の選任・指名については、株主総会招集通知に略歴を記載して
おります。

補充原則4－1－1
当社は、ガイドラインにおいて、取締役会は，経営陣の管掌職務を決定するとともに、取締役会決議事項以外の事項については、当社
規程に基づき決裁権限を委譲することにより、意思決定の迅速化を図ることと定めております。



原則4－8
現在当社は、監査等委員会設置会社への機関設計の変更を行ない、独立社外取締役を４名選任いたしております。

原則4－9
当社では、独立社外取締役の選任基準をガイドラインにおいて定めております。また、独立社外取締役は、取締役会における率直・活
発で建設的な検討への貢献をしております。

補充原則4－11－1
取締役会は、ガイドラインにおいて、取締役会の多様性等の機関設計に係る考え方を定めております。また、取締役の選任に関する方
針・手続につきましては、原則３-1（iv）にて記載の通りでございます。

補充原則4－11－2
取締役の他社での兼任状況は、定時株主総会招集通知、有価証券報告書及びコーポレートガバナンスに関する報告書等を通じ、毎年開
示を行っております。

補充原則4－11－3
当社は、ガイドラインにおいて、取締役会は、毎年、取締役会全体の実効性を分析・評価し、その結果の概要を開示することと定めて
おり、その説明資料を当社ホームページにて開示しています。
※取締役会評価の概要 https://www.torex.co.jp/file/jp/ir/news/2016/20160530_IRnews-3.pdf

補充原則4－14－2
当社は、ガイドラインにおいて、個々の取締役に適合したトレーニングの機会を確保し、その費用の支援を行うことと定めておりま
す。

原則5－1
当社では、株主との建設的な対話を行うための方針をガイドラインにて定めております。当該方針に従い、ＩＲ担当取締役を選任する
とともに、経営企画部をＩＲ担当部署としております。株主や投資家に対しては、決算説明会を半期に１回開催するとともに、逐次、
個人投資家向け説明会やスモールミーティングを実施しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）
フェニテックセミコンダクター株式会社 1,760,000 16.52

尾崎 正晴 679,200 6.37

藤阪 知之 497,400 4.66

アルス株式会社 452,000 4.24

株式会社 中国銀行 440,000 4.13

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 395,000 3.70

芝宮 孝司 288,900 2.71

木村 浩 202,500 1.90

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 139,000 1.30

仲 剛志 136,000 1.27

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

１．.2016年9月30日現在の状況を記載しております。
２．.発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第3位を切り捨てて記載しています。
３．2016年11月28日にフェニテックセミコンダクター株式会社が保有する当社株式1,760,000株を取得し、そのうち1,160,000株を同
年11月30日に消却しております。

３．企業属性



上場取引所及び市場区分 東京 第二部

決算期 3 月

業種 電気機器

直前事業年度末における（連結）従業
員数 100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針
―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情
―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 11 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数 4 名

会社との関係(1)

氏名 属性 会社との関係(※)
a b c d e f g h i j k

池田 耕太郎 他の会社の出身者
小松 煕 他の会社の出身者
川俣 尚高 弁護士
清水 満昭 税理士
※ 会社との関係についての選択項目
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」
a 上場会社又はその子会社の業務執行者



b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役
c 上場会社の兄弟会社の業務執行者
d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者
e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者
f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家
g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）
h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）
i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）
j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）
k その他

会社との関係(2)

氏名 監査等
委員

独立
役員 適合項目に関する補足説明 選任の理由

池田 耕太郎 ○ ○ ―――

同氏は、金融機関において長年の経験があ
り、また、事業会社において取締役を経験
しており、かつ、財務及び会計に関する知
識を有していることにより、当社経営に関
してチェック、助言を期待できることか
ら、社外取締役としての職務を適切に遂行
いただけるものと判断し、社外取締役に選
任しております。なお、同氏の属性や当社
との関係等から、一般株主との利益相反が
生じるおそれのないものと判断し、同氏を
東京証券取引所が規定する独立役員に指定
しております。

小松 煕 ○ ○ ―――

同氏は、国際的な製造企業において要職を
歴任されており、その豊富な経験と高い見
識をもって、当社の経営監督機能の強化を
図っていただけるものと判断し、社外取締
役に選任しております。なお、同氏の属性
や当社との関係等から、一般株主との利益
相反が生じるおそれのないものと判断し、
同氏を東京証券取引所が規定する独立役員
に指定しております。

川俣 尚高 ○ ○ ―――

同氏は、社外役員となること以外の方法に
より会社の経営に関与したことはありませ
んが、弁護士として企業法務に精通し、企
業経営を統治する十分な見識を有している
ことにより、当社経営に関してチェック、
助言を期待できることから、社外取締役と
しての職務を適切に遂行いただけるものと
判断し、社外取締役に選任しております。
なお、同氏の属性や当社との関係等から、
一般株主との利益相反が生じるおそれのな
いものと判断し、同氏を東京証券取引所が
規定する独立役員に指定しております。

清水 満昭 ○ ○ ―――

同氏は、国税局において責任ある職歴を歩
まれ、また、税理士として企業税務に精通
し、企業経営を統治する十分な見識を有し
ていることにより、当社経営に関して
チェック、助言を期待できることから、社
外取締役としての職務を適切に遂行いただ
けるものと判断し、社外取締役に選任して
おります。なお、同氏の属性や当社との関
係等から、一般株主との利益相反が生じる
おそれのないものと判断し、同氏を東京証
券取引所が規定する独立役員に指定してお
ります。

【監査等委員会】



委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名） 社内取締役
（名）

社外取締役
（名） 委員長（議長）

監査等委員会 4 1 0 4 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無 あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

(1) 監査等委員会がその職務を補助する使用人を求めた場合は、その補助担当者を配置いたします。
(2) 前号の補助担当者は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命令を受けず、また人事考課、異動、懲戒等については、
監査等委員会の承認を要するとしています。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会は、会計監査人（あずさ監査法人）からその職務の執行状況について報告を受け、定期的に意見・情報交換を行うなど緊
密な連携を図っております。
また、内部監査部門により内部監査の計画および改善状況、財務報告に係る内部統制の評価の状況等について報告を受けております。
必要に応じて、内部監査計画の変更、追加監査および必要な調査等について、内部監査部門に勧告または指示を行っております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無 あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員
（名）

常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他
（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会 指名報酬委員会 6 3 2 4 0 0 社内取締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会 指名報酬委員会 6 3 2 4 0 0 社内取締役

補足説明

経営陣幹部・取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指名・報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化す
るため、取締役会の諮問機関として、任意の指名報酬委員会を設置し、今後運用を実施いたします。当該委員の過半数を独立社外取締
役が務めることとしており、委員会は必要に応じて開催し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指名・報酬に係る事項につ
いて審議することとしております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。



【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関す
る施策の実施状況 ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社の会社業績および企業価値向上の実現に向けたインセンティブとして、現任取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対して
新株予約権を付与しております。取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬を決定するに当たっての方針については、ガイド
ラインにて、当社の持続的な成長に向けた健全なインセンティブとして 機能することを考慮して設定すると定めております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員、子会社の取締役、子会社の従業員、その他

該当項目に関する補足説明

経営を担う取締役に一定のシェアを保有させること、従業員の当社事業への参加意識を高めることを目的として、幅広い役職員を付与
対象としました。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

平成28年3月期において、当社の取締役及び監査役に支払った役員報酬は以下の通りです。
取締役 170,335千円
監査役 21,645千円

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無 あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社の役員の報酬等の額については株主総会の決議により報酬等の限度額を決定しています。取締役（監査等委員である取締役を除
く。）の報酬限度額は平成28年６月23日開催の定時株主総会において年額500百万円以内、監査等委員である取締役は年額40百万円以内
と決議しています。
各取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額は、上記の報酬限度額の範囲内で、任意の指名・報酬委員会に諮り、監査
等委員会による意見を踏まえた上で代表取締役に一任することを取締役会にて決定しております。また、監査等委員である取締役の報
酬額は、上記の報酬限度額の範囲内で、職務と責任を勘案して監査等委員である取締役の協議により決定しています。

【社外取締役のサポート体制】
社外取締役へのサポートは総務部で行っております。取締役会の資料は、原則として取締役会事務局である経営企画部より事前配布
し、社外取締役が十分に検討できる時間を確保するとともに、必要に応じて事前説明を行っております。非常勤の監査等委員である社
外取締役に対しては、常勤の監査等委員である社外取締役より重要会議の議事、結果を報告し、監査等委員会・会計監査人・内部監査
間の情報共有を促進しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）
取締役会は当社企業グループ経営における、法定事項及び重要な業務執行等、重要事項の意思決定を行うと共に、取締役の職務執行を
監督しております。取締役会の下に取締役会決議と代表取締役社長決裁に向けての審議・決定機関としての執行会議を設け、原則とし
て週１回開催して効率的な職務執行を図っております。監査等委員会は、同委員会が定めた監査等委員会監査基準及び監査方針・計画
に従い、取締役の職務の執行を監査しております。内部監査は内部監査グループ３名が担当しており、独立した立場にて、当社及び国
内・海外子会社に対して、業務監査を実施しております。また、代表取締役を委員長とし、当社取締役を常任メンバーとしたリスク・
コンプライアンス委員会を設置し、当社企業グループにおけるコンプライアンス及びリスク管理を推進しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由
当社は、コーポレート・ガバナンスの一層の強化及び業務執行と監督を分離し、経営の意思決定の迅速化による企業価値の向上を図る



ことを目的として、平成28年6月23日に監査等委員会設置会社へ移行いたしました。これにより、4名の監査等委員（全員が社外取締役
かつ独立役員）である取締役が、取締役会において議決権を有することになりますので、取締役会の監督機能強化に資するものと考え
ます。なお、会社法第427条第1項に基づき、非業務執行取締役との間で会社法第423条第１項の賠償責任について法令に定める要件に該
当する場合には賠償責任を限定する契約を締結しています。当該契約に基づく賠償責任の限度額は法令が定める最低責任限度額として
います。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
当社は、ガイドラインにおいて、株主総会の招集通知に関し、株主が議案を十分に検討
できるよう、記載する情報の正確性を期しつつ、早期発送に努めるとともに、招集通知
に記載する内容を東京証券取引所及び当社のウェブサイトにて速やかに公表する旨、定
めております。

集中日を回避した株主総会の設定 当社は、ガイドラインにおいて、定時株主総会の日程に関し、いわゆる第一集中日を外
して設定するよう努める旨、定めております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明
代表者自身
による説明
の有無

ディスクロージャーポリシーの作成・
公表 当社ホームページにてＩＲポリシーを公表しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催 個人投資家向け説明会を年１回以上開催し、事業内容及び経営方針をわ
かりやすくお伝えしていくこととします。 あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的
説明会を開催

アナリスト・機関投資家向け説明会を半期に1回程度開催し、決算、経営
方針、中期経営計画等についてお伝えしていくこととします。 あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催 海外在住の大口株主が特定できる場合は、情報提供のための個別説明を
実施していくこととします。 あり

IR資料のホームページ掲載
ホームページにＩＲ専用ページを設け、経営ビジョン、決算情報、適時
開示資料、その他の投資家に有益と考えられる情報を掲載しておりま
す。

IRに関する部署（担当者）の設置 社長を最高責任者とし、ＩＲ担当取締役が主としてこれにあたり、経営
企画部が窓口となって対応いたします。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

当社は、持続的な成長と企業価値の向上を実現するため、株主、顧客、取引先、従業員
及び地域社会をはじめとする様々なステークホルダーとの協働が不可欠であることを認
識し、良好かつ円満な関係の維持・強化に努めることをガイドラインにて定めておりま
す。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施 今後検討してまいりたいと考えております。

ステークホルダーに対する情報提供に
当社は、株主をはじめとする全てのステークホルダーとの良好な信頼関係を維持・発展
させるため、財政状態・経営成績等の財務情報に加え、経営戦略、経営計画、取締役及



係る方針等の策定 び経営陣に関する情報、リスク情報等の有用性の高い情報を主体的に発信することをガ
イドラインにて定めております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況
当社は取締役会決議に基づき、以下のとおりに内部統制システムの整備を行っております。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(1)当社及び当社子会社（以下、TOREXグループという）共通の社内規範及び企業行動基準を制定し、取締役及び使用人等を対象範囲と
したコンプライアンス規程を整備の上、周知、実践する。
(2) 社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を遮断するとともに、毅然とした態度で組織的に対応する。
(3) TOREXグループの財務報告に係る内部統制については、金融商品取引法その他適用のある国内外の法令に基づき、評価、維持、改
善等を行い、財務報告の信頼性を確保する。 
(4) コンプライアンスを実践するため、代表取締役を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会を設置する。リスク・コンプライア
ンス委員会は、コンプライアンスに関する規定の整備、コンプライアンス違反事例の調査、違反事例への対応と再発防止策の実施、教
育等を実施する。
(5) 法令・社内規定等の違反行為を早期に察知し、迅速かつ適切に是正していくことを目的に、TOREXグループ内部通報制度を導入
し、その活動内容をリスク・コンプライアンス委員会に報告する。
(6) リスク・コンプライアンス委員会は、重大なコンプライアンス違反及び重要な活動等の内容を、取締役会、監査等委員会に報告す
る。
(7) 内部監査部門は、企業活動の状況と法令及び社内規程等との準拠性を監査し、改善のための指導を行う。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
(1) 取締役の職務執行に関する各種の文書その他の情報については、適用法令及び社内規程に基づき適切に作成、保存、管理を行う。
(2) 情報セキュリティに関しては、「情報セキュリティ基本方針」に基づく関連規程を整備し、情報の種類に応じて定める管理基準に従
い適切に管理する。
(3) 保存されている文書その他の情報は、取締役が常時閲覧することが可能な状態にする。

３．リスク（損失の危険）の管理に関する規程その他の体制
(1) 重大な影響をおよぼすリスクの発生を防止し、その影響の極小化を図るため、取締役及び使用人を対象範囲とした「リスク管理規
程」その他の関連規程を整備し、リスクの管理を行う。
(2) リスク評価を含めリスク管理を効果的かつ総合的に行うため、代表取締役を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会を設置す
る。リスク・コンプライアンス委員会は、リスクの管理に関する規定の整備、リスク評価、事故への対応及び再発防止、教育等を実施
する。
(3) リスク・コンプライアンス委員会は、重要なリスク情報等を取締役会、監査等委員会に報告する。

４．取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
(1) 取締役会において「経営判断の原則」を念頭に迅速な意思決定及び取締役の効率的な職務執行を推進する。
(2) 取締役会は、月1回の定時開催の他、必要に応じて臨時に開催され、取締役会規程に定められている事項及びその付議基準に該当す
る事項等全ての重要事項の審議を行うとともに経営計画等の進捗管理を実施することで、意思決定の迅速化を図る。
(3) 取締役会の下に取締役会決議と代表取締役社長決裁に向けての審議・決定機関としての執行会議を設けて、効率的な職務執行を図
る。執行会議は原則として週1 回開催する。
(4) 業務分掌及び職務権限を明確にするために、規定を整備し、取締役の効率的な職務執行を確保する。
(5) 取締役の職務執行状況については取締役会に対し報告する。

５．当社及び当社の子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、TOREXグループ共通の社内規範及び企業行動基準に則り、グループ会社の管理規程を制定し、次の各号に掲げる体制を整備す
る。
(1) 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制を確保するために、子会社に関する管理規程を定め、子会社
運営の重要事項決定等の統制を行う。
(2) 子会社の損失の危機の管理に関する規程その他の体制を確保するために、代表取締役社長を委員長としたリスク・コンプライアンス
委員会を設置し、当社子会社におけるリスク評価、事故への対応及び再発防止、教育等を実施する。
(3) 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われる体制を確保するために、各子会社の業務執行に係る重要事項は、当社の取締役会
にて決定し、各子会社の業務の効率性について、各子会社の取締役等を兼任する当社の取締役等による統制を図る。
(4) 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するために、当社取締役等による業務執行の適正性
の監視、当社内部監査部門の監査及び改善の指導並びに当社監査等委員会による監査、各子会社取締役等との意思疎通及び情報交換を
図る。

６．監査等委員会の職務を補助すべき取締役・使用人に関する事項、当該取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を
除く。）からの独立性に関する事項及び当該取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
(1) 監査等委員会がその職務を補助する使用人を求めた場合は、その補助担当者を配置する。
(2) 前号の補助担当者は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命令を受けず、また人事考課、異動、懲戒等については、
監査等委員会の承認を要する。



７.当社及び子会社の取締役、使用人等が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制、報告をした
ことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
(1) 取締役、使用人等は、監査等委員会に対して法定事項に加え、以下の内容を報告する。
イ) 内部監査の実施結果
ロ) グループ経営に影響する重要事項
ハ) コンプライアンス違反に関する事項
ニ) 監査等委員会が報告を求めた事項
ホ）毎月の経営状況として重要な事項
(2) 監査等委員会への報告方法のひとつとしてTOREXグループ内部通報制度を整備し、報告者を不利益扱いしないことを明記した「内
部通報制度規程」を定め、周知する。

８．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(1) 取締役及び使用人は、監査等委員会の監査が実効的に行なわれることを確保するため、環境整備等について監査等委員会との充分な
意思疎通を図る。また監査等委員は、効率的な監査を行なうため以下の内容を実施する。
イ) 取締役会等の重要な会議に出席し、監査等委員でない取締役の職務執行状況の監査
ロ) 重要な決裁書類の閲覧
ハ) 代表取締役、会計監査人、内部監査部門等との定期的な意見交換
(2) 監査等委員が必要と認めるときは、監査等委員の監査を支える弁護士、公認会計士、コンサルタント、通訳その他の外部アドバイ
ザーを任用する等したうえで、必要な監査費用を支払う。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
当社は反社会的勢力・団体に対し毅然とした態度で対応し、関係を根絶するため、役職員の行動規範として「TOREX企業行動基準」を
定め、企業倫理及び法令遵守指針を設けております。また「反社会的勢力対策規程」を定め、市民社会の秩序に脅威を与える反社会的
勢力に対しては毅然たる態度で立ち向かい、反社会的勢力との関係を遮断する方針を堅持しております。
反社会的勢力に対する直接的、間接的利益供与及び反社会的勢力からの被害を防ぐために、東京都知事所管の「特殊暴力防止対策連合
会」への加盟を行い、関係当局からの指導をうけるとともに情報共有を行っております。また、各取引先との契約においては、反社会
的勢力排除条項を設けております。
万一問題が発生した場合においても、必要に応じて顧問弁護士や警察等の専門家に相談し、適切な処置をとることとしております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項
―――




